
 

○特別会計所属国有地の売払いを予定している事案の調査について 
 

平 成 1 3 年 5 月 2 5 日 

財 理 第 1 9 2 0 号 

 

改正 平成19年４月４日財理第1253号  

同 21 年 12 月 15 日同第 5426 号  

同 26 年４月１日同第 1697 号  

令和３年３月19日 同 第951号 

 

財務省理財局長から各省各庁国有財産総括部局長宛 

 

   

 

各省各庁において売払いを予定している特別会計所属の国有地を事前に把握し、所要の調整を

行うことにより、国有財産の有効な利用及び合理的な土地利用を図っていくため、下記により国

有財産法（昭和23年法律第73号）第14条第８号に基づく協議事案のうち、国有地の売払いを予定

しているものについて調査を実施することとしたので、通知する。 

なお、この調査を行うことにより、協議事務の円滑な処理を併せて図ろうとするものである。 

おって、昭和57年５月７日付蔵理第1820号「特別会計所属国有地の売払いを予定している事案

の調査について」通達は廃止する。 

 

記 

 

１ 調査対象財産 

国有地の売払いを予定しているもののうち、国有財産法第14条第８号の規定に基づき、財務

大臣に対する協議を要することになると認められる次の範囲のものを対象とする。 

ただし、競争入札により国有地の売払いを予定しているものについては、国有財産法 第14

条第８号の規定に基づく財務大臣への協議を要しないものであっても、これに準じて取り扱う

ものとする。 

(1) 時価評価を行ったものについては当該評価額が、時価評価を行っていないものについては

国有財産台帳価格が、それぞれ５千万円を超えるもの。 

(2) 時価評価又は国有財産台帳の価格改定を行っていないもの等で、各省各庁の国有財産に関

する事務の総括部局長（以下「総括部局長」という。）において、売払価格（国有財産法施

行令（昭和23年政令第246号）第11条第９号に規定する売払価格をいう。）が５千万円を超

えると認めるもの。 

２ 売払予定調の提出等 

(1) 各省各庁において翌年度に売払いを予定しているものについて、国有財産部局長は、総括

部局長と調整のうえ、別紙様式「特別会計所属国有地売払予定調」（以下「売払予定調」と

いう。）に取りまとめ、毎年８月末日までに所轄の財務局長、福岡財務支局長、沖縄総合事

務局長（以下「財務局長等」という。）あて提出する。 

なお、提出後その内容に変更（追加を含む。）が生じたときは、その都度遅滞なく連絡す

るものとする。 

(2) 売払予定調には、当該特別会計において歳入の概算要求額に土地の売払収入として計上し

ている金額に見合う財産及び歳入の概算要求額に土地の売払収入として計上していないが、

売払条件が整えば翌年度において売払いすることが可能な財産等のうち、上記１に該当する

ものを記載するものとする。 

(3) 国有財産部局長は、昭和49年６月13日付蔵理第2394号「庁舎等の取得等予定の調整につい

て」通達による庁舎等の取得等予定調等を考慮のうえ売払予定調を作成するものとする。 

３ 特別会計所属国有地の売払予定表の送付 

(1) 財務局長等は各省各庁から提出された売払予定調について、国有財産の有効利用を促進す



る見地からその内容を検討し、必要に応じ国有財産部局長と調整を行うものとする。 

なお、財務局長等と国有財産部局長との間で調整が整わない事案については理財局長と総

括部局長との間で調整を行うものとする。 

(2) 上記(1)の調整結果に基づき、毎年11月末日までに財務局長等は国有財産部局長に対し

「特別会計所属国有地の売払予定表」を送付するものとする。 

国有財産部局長はこれにより遅滞なく国有財産法第14条第８号の協議事務を進めるものと

する。 

４ 書面等の作成・提出等の方法 

(1) 電子ファイルによる作成 

本通達に基づき、作成を行う書面等（書面その他文字、図形その他の人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。）については、電子ファイ

ルにより作成を行うことができる。 

(2) 電子メール等による提出等 

① 本通達に基づく提出等の手続については、電子メール等の方法により行うことができ

る。 

② 上記①の方法により提出等を行うときは、電子ファイルをもって行うものとする。   
 

別紙様式 

 

特別会計所属国有地売払予定調 

 

財 務 局    

 

整理

番号 

（ 年度） 
省庁名 

  

部局名 

 

会計名  

   

 

 

 

    

売 

 

 

払 

 

 

予 

 

 

定 

 

 

財 

 

 

産 
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所在地 

（                ） 
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環
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用
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 相 手 方 
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要

調

整

事

項 

 

本

省

間

調

整

結

果 

 

備考 本調書には、位置図、配置図（地上物件の状況を明らかにしたもの）を添付する。 

 

 

作成要領  

１ 「 整理番号」欄には、省庁別、会計別に一連番号を付する。  

なお 、（ 年度）には、売払い予定年度を記入する。  

 

２ 「口座名」、「所在地」、「種目」、「数量」及び「台帳価格」欄は、国有財産台帳に基づ

き記載する。 なお、「所在地」欄の（ ）内には住居表示を記入する。  

 

３ 「見積価格」欄は、次により記載する。  

(1) 時価評価を行ったものはその価格。  

(2) 時価評価額を算出することが困難な場合には、可能な限り近傍類似地の相続税課税標準価

格、公示価格（地価公示法第８条に規定する公示価格）、標準価格（国土利用計画法施行

令第９条の規定に基づく基準地の標準価格）等の価格によること。  

(3) ( )内には、（時価）、（相続）、（公示） 、（標準）等の表示を行う。  

 

４ 「沿革」欄には、財産の主な沿革、用途廃止前の用途、 用途廃止（予定）年月日、用途廃

止するに至った経緯等を簡記する。  

 

５ 「位置環境」欄には、最寄の交通機関からの位置、周辺の状況 、都市計画法上の用途地域、

法的制限等を簡記する。  

 

６ 「利用計画」欄には、売払相手方の具体的な利用方針が定まっている場合はその計画（図面

添付）、予算措置状況等を、また、未策定の場合はその旨を記載し、望ましい用途等を記載す

る。  

 

７ 「売払予定時期」欄には、売払いを予定している年月を記載する。  

 

８ 「契約 方式」欄には、競争、随意の別を記載する。  

なお、随意契約の場合において、財務大臣（国庫大臣）との包括協議が整っているものにつ 

いては、○印を付する。  

 

９ 「相手方」欄には、処理方針の定まっている相手方（住所・氏名）を記載する。  

 

1 0「その他参考事項」欄には、所管省庁としての意見、売払相手方等との折衝状況、関係者か

らの利用要望状況、その他参考になる事項を記載する。 
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